





































































































































































































































本書のタイトルは、 都市の継承と土地利用の課題 である。評者にとって 都市の継
承 という使い方はやや驚きであった。継承とは受け継ぐことを意味し、誰がどのように
都市を受け継ぐのかといった疑問が湧いてきた。代わりの用語として 持続可能な都市
などといったものが挙げられるだろう。
もちろん、序章において 都市の継承 という視点について説明が加えられている。
都市の継承 の採用については、序章と終章で言及されているが、説明としては不十分
であると感じる。終章では、具体的な例として南禅寺地区の東山の状況を念頭におきなが
ら、都市の継承に向けての つの問題の提起を行っている。ここでは何らかの形で現在の
望ましい状況というのをイメージしているように思われる。 ページには、文化的成熟
度の高い別荘の維持や継承というふうに書いてあるので、これが つのヒントになる。京
都市には歴史的・文化的遺産が数多くあるので、これらを含む都市の継承という使い方は
ありうると思われる。しかし、都市といった場合、大阪市、神戸市あるいは名古屋市など
が存在しており、これらの都市の継承と言うとき、明示的に継承するものが何なのか不鮮
明になる。おそらく、京都市の歴史的・文化的遺産を単なる一例として挙げただけであ
り、歴史的・文化的遺産を含む都市で営まれる市井の生活を継承するというのが著者の意
図であると思いを巡らす。実際、 様々な都市への思いがあるにせよ、通常、 個人や
企業でできることは限られており、このような個人や企業の集合として現実の都市社会は
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成り立っている。よって、人々を都市の主人公に据える限り、都市問題についてはこのよ
うな実態を前提に考えざるを得ない。このような認識のもとに、本書では 都市の継承
という視点を採用し、… （ ページ）とある。しかし、都市の主人公は都市の開放性の
下では入れ替わりするので不連続な主体であり、継承することの実現可能性に疑問が残
る。都市の継承という視点は興味深い設定である。今後この視点を継続するのであるな
ら、継承の主体をさらに明確にし、意思決定のあり方などについても言及する必要がある
と感じた。
．各章の論評
章
最近、阪神・淡路大震災、新潟県中越地震、東日本大地震、熊本地震と大きな地震が立
て続けに起きており、リスク管理のためリスク・コミュニケーションは重要な問題として
再認識されている。このようなリスク・コミュニケーションの問題を取り扱うため、土砂
災害防止対策を取り上げ、住民に提供するリスク情報として、土砂災害の危険度を用いた
土砂災害警戒区域指定に焦点を当てている。首都圏と近畿圏における指定状況を詳細に調
査すると同時に、土砂災害警戒区域指定の諸問題を適切に整理しており、土砂災害警戒区
域指定の問題を知る上で極めて有効である。また、リスクの定義も気になるところである
が、フランク・ナイトなどの研究にさかのぼりながら、リスクを主観的確率を含む 利
得・損失を生じる確率 と定義し、立場を明確にしている。
具体的な提案として、財政的な問題から、基礎調査の実施および土砂災害警戒区域の指
定の優先順位や指定単位を工夫しつつ、土地価格への影響懸念を和らげる取り組みを併用
することを挙げている。さらに、土地価格への影響懸念を和らげるための補完情報とし
て、固定資産税評価情報等の活用を挙げている。これは、土地の価格の形成メカニズムを
説明することによって、土砂災害警戒区域指定を受けた場合に生じる土地価格の変動の及
ぼす影響を軽減しようとするものであり、興味深い提案である。この点は、著者が長年携
わってきた業務経験から得られたアイデアであり、著者の高い見識を示している。
ここで、述べられているリスク・コミュニケーションは、建物ができてからのものであ
る。これ以外に、建物を建てる際の施主、設計者および建築業者との間のリスク・コミュ
ニケーションも考えられるので、今後はこの点についての分析も期待したい。
章
地震は建築物に大きなダメージを与える。とりわけマンションへの影響は深刻であるた
め、マンションへの防災力向上が重要なテーマとして浮上する。
この問題に取り組む場合、先行研究ではしばしばアンケート調査が行われている。本書
でも現状把握のために東大阪市を対象にアンケート調査が実施されている。アンケート調
査を基に分析した結果、先行研究とほぼ同様の結論を得ているが、次の点をさらなる改善
点として指摘している。新たな現行耐震基準を満たすものの建物が古くなっているため中
古マンションが過小評価されているとの解釈が可能ということから（ ページ）、中古マ
ンションの防災力を高めるため正しく市場で評価される必要がある。このような中古マン
ションの過小評価は、不動産市場での需要者と供給者の情報の非対称性から生じていると
考え、情報の非対称性を解消するため、区分所有者側の住宅履歴情報の整備やインスペク
ションなどの普及、第三者による格付けを提案する。中古マンションの防災力向上という
とき、防災活動での住民の協力といったことが提案にとどまることが多いが、不動産市場
の特性を捉えたこのような提案は興味深く、著者ならではの提案である。
章
既成市街地に防災性向上を考える上で住宅に注目するが、特に既存住宅の耐震化、空き
家対策、建物関連情報の整備と活用の つの取り組みを取り上げている。本書では、 つ
の取り組みについて詳しい説明があり、現状を把握する上で大変参考になる。
本書では、既成市街地の防災性向上における地域金融機関の果たす役割に大いに期待し
ている。地域金融機関以外の金融機関として都市銀行もあるが、地域密着の特性を生かす
地域金融機関に防災向上の役割を期待している。しかし、地域金融機関は都市銀行とも競
争関係にあり厳しい状況にあると言える。したがって、地域の利用者のニーズを敏感に読
み取ることによって地域再生に貢献することが地域金融機関の地域貢献の課題であると考
え、既成市街地の防災性向上における役割を地域金融機関に期待するのかは、悩ましい問
題であると思われる。都市銀行は地域金融機関に比べて人材などの経営資源が豊富である
ことを考えると、都市銀行がアドバンテージを持っているケースも想定されるからであ
る。
さらに、既成市街地に防災性向上における地域金融機関に期待を寄せる場合、次の点も
考慮する必要がある。本書でも指摘されているが、 年に入ってから地方金融機関はリ
フレーション・バンキングとして役割を期待されてきた。しかし、実際には、事業支援あ
るいは事業再生において地域金融機関が、その役割を十分に果たしてきたとは言えないの
が現状である。それは、この間リスクを取らない資金の融資にとどまってきていたからで
ある。地域において本書のような事業支援においても、事業者との関係を深める必要があ
るし、銀行の経営資源を投下しリスクをとる必要がある。このような経営姿勢を地域金融
機関が今後とることができるのかどうか検討する必要がある。
既成市街地に防災性向上の取り組みの具体的な提案として、立て替えを希望するもの
の、何らかの障害があり立て替えが進まないケースにおいて、工務店等、地域金融機関お
よび司法書士が情報提供システムを構築した上で、地元行政からの補助金制度を用いなが
ら再利用可能な耐震シェルターの開発・利用を促進する案を提示している。耐震シェル
ターは、家屋の中に強固な箱形のシェルターを設置することによって家屋が倒壊しても生
命を確保する方法であるが、この提案は興味深い。熊本地震が起こってからメディア等で
取り上げられることも多くなっている。今後のひとつの方策と考えられるので、住民、工
務店および地域金融機関などが積極的に関わるインセンティブなどのより具体的な仕組み
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の提案を期待したい。
章
本章は、書き下ろしであり、他の章のページ数の倍近い量を費やしている。著者の最近
の関心事であると思われる。最近、各地でものづくり都市が立ち上げられており、今後の
地方再生のひとつの動きであり、時宜を得たテーマである。
ものづくりの場と居住の場が地理的に混在すると、たとえば騒音や工場跡地でのマン
ション建設などに伴う建築業者と住民の対立などの問題が発生する。本書では、中小製造
業の集積地や住工混在地域における今日的な問題点を抽出するため、先行研究を辛抱強
く、丹念に行っている。そのような試みを通じて、外部経済や外部不経済を内部化するた
めの新たな仕組みの構築という今日的な課題の導出に成功している。
そこで、具体的仕組みを検討するため、京都市・東大阪市・尼崎市の の製造業者に
対してアンケート調査を行っている。アンケ ト調査を行うために、これら 市のものづ
くりの環境と製造業の状況を概観している。この概観の検討とアンケート調査の内容は、
極めて詳細に行われているが、これらは著者の民間の研究所での経験に裏打ちされたもの
である。このようにして得られた情報は極めて貴重であると評価できる。
このような作業を通じて、地域金融機関が中心となって、中小企業と各種専門職業家と
の連携を促進させる仕組みを提案する。やはり、ここでも金融機関として地域金融機関が
挙げられており、先に述べた点を考慮する必要がある。また、外部経済や外部不経済を内
部化するための新たな仕組みの構築という今日的な課題を解決するためにこのような仕組
みが提案されているが、外部効果が具体的にどのように内部化されていくのかもう少し詳
しい説明がほしいところである。
章
市街地における固定資産税の課題について述べている。道路や橋などの地方公共財の便
益が地価に反映される現象は、地価の資本化と言われる。地方公共財の便益と固定資産税
が地価に完全に資本化されるとき、地方政府の地価最大化行動の下では地方公共財が最適
に供給されることが知られている。しかし、著者は完全な資本化は行われないため固地方
公共財の最適供給のための調達手段としては必ずしも適当でないと考えている。この指摘
に加え、地方公共財の供給のためにはさらなる調達資金が必要であるが、固定資産税以外
の税としてどのようなものが考えられるのかもう少し議論の展開が望まれるところであ
る。
固定資産税の一般的な評価を行った上で、著者は京都市の景観政策の経済効果について
便益費用帰着表を用いて分析している。この試みの中で、土地所有者の受け取る地代が増
大しているにもかかわらず、固定資産税収は増大していないことを数量的に示している。
この点は、一般的にはそれほど知られていない事実であり、この点を数量的に指摘した点
は高く評価できる。
．おわりに
本書では、それぞれの章において各テーマついて先行研究を行った上で本書の研究の位
置づけを明確にし、本書の学術的貢献を示している。また、各テーマに関する国や地方自
治体の制度的仕組みを詳しく説明しているが、この詳細な説明は、当該分野の研究者・実
務家、並びにこれから学ぼうとする者にとっては極めて有意義である。さらには、様々な
制度や事項が言及されているが、これらは正確に叙述されており、学問に対する著者の真
摯な姿勢を改めて再確認することができる。深刻な自然災害がどこでも起こりうるこれか
らの日本社会、そして本格的に少子高齢社会を迎える日本社会において、都市政策や都市
のあり方を考える際に推薦したい書である。
（御茶ノ水書房、 年 月刊）
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